
第１号様式（第６条関係）
交付申請書
令和８年　　月　　日
　　浜松市長　中野　祐介　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　在　　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（個人の場合は、住所及び氏名を記載して下さい）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （氏名は自署または記名・押印をお願いします）　
　
浜松市水産業用機器等導入事業費補助金の交付を受けたいので、要綱第６条の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。
１　補助金交付申請額
	
	
	
	0
	0
	0



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　
（算出方法）　補助対象経費（補助対象外経費を除く額）×1/2　※千円未満切捨て、上限500,000円
　　
２　申請者情報
	申請者属性
	□ 法人
	□ 個人事業主

	申請者名
※社名もしくは個人名
	(ｶﾅ)

	
	

	所在地
	〒　　　　　－

	
	

	代表者役職
※法人のみ
	
	代表者名
※法人のみ
	

	資本金
※法人のみ
	万円
	常時雇用する従業員
	人

	設立年月日
※法人のみ
	(西暦)
年　　月　　日
	生年月日
※個人事業主のみ
	(西暦)
年　　月　　日

	法人番号
※法人のみ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	区　分
	□ 漁業者　　　　　　　□ 養殖事業者


３　本申請にかかる助成対象機器（対象となる機器に○を付ける）
	対象助成機器
	助成対象機器の内容

	省力・省コスト化に資する機器
	被代替機器等と比較し省力・省コスト化により目標（KPI）達成を目指す機器等。省コスト化のうち、省エネを目的とした機器等を導入する場合、別紙に定める機器導入指針に基づいた以下の機器とする。
ア　漁業用エンジン（船内機又は船外機）
　　現在使用している漁業用エンジンと比べ５％以上の燃油
使用料が削減可能で漁業経営体質強化機器設備導入支援
事業において、水産庁長官承認の「省エネ機器設備基準
に記載されたもの
イ　その他の機器等
　　現在使用している機器と比べ１０％以上燃油使用料が削
減可能な省エネ機器等

	生産性向上に資する機器
	ア　被代替機器等と比較し生産性の向上により目標（KPI）達
成を目指す機器等
イ　人力からの機械化や付加価値向上等新たな取組による生
産性の向上により目標（KPI）達成を目指す機器等
ウ　生産性の向上により目標（KPI）達成を目指す海水こし器

	養殖業その他漁業種類への兼業又は転換に資する機器
	事業実施者が営んでいる現在の漁業種類から養殖業その他の漁業種類へ兼業又は転換するため、新たに導入する機器で、兼業又は転換により目標（KPI）達成を目指す機器等

	操業体制の効率化に資する機器
	海上ブロードバンドサービス（陸海双方向の最大通信速度が１メガビーピーエス以上あってカバー範囲が沿岸２００マイル以内など沿岸利用限定のものを除く。）の導入による操業体制の効率化により目標（KPI）達成を目指す機器等


４　補助金振込先に関する情報
　　浜松市水産業用機器等導入事業費補助金に係る支払いは、次の口座に振り込んでください。
	振込先金融機関

	
	銀行・信金
農協・労金・信組
	
	本店
支店
営業部
出張所
	金融機関コード
	支店コード

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	預金種別（要選択）
	口座番号
	口座名義人（カナ）

	１普通
2当座
3その他
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　（振込先の口座は当該法人（個人事業主の場合は本人）の口座に限ります。）
５　確認事項
該当する□にチェックを入れてください。
· 特定の政治、宗教、選挙活動を目的とする事業ではありません。
· 法令等又は公序良俗に反するおそれがあると認められる事業ではありません。
· 次の（１）から（４）のいずれにも該当しません。
（１）暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」という。)第２条第１号に規定する暴力団をいう。）
（２）暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）
（３）暴力団員等と密接な関係を有する者
（４）前３号に掲げる者のいずれかが役員等(無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべき者、支配人及び清算人をいう。)となっている法人その他の団体
· 補助金交付申請に伴い、浜松市水産業用機器等導入事業費補助金交付要綱第２条の規定により、市において申請者の市税の納付又は納入状況について確認することに同意します。
　　→住所・氏名・生年月日欄へ自署ください。
· 住　所（法人の場合は本店所在地・任意団体の場合は代表者の住所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 氏　名（名称及び代表者氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 法人は会社設立年月日、任意団体や個人事業主は代表者の生年月日
明・大・昭・平・令　　　年　　　月　　　日　生
· 給与所得者を雇用する事業者に該当します
→市民税・県民税・森林環境税特別徴収義務者指定通知書の写し又は市民税・県民税・森林環境税特別徴収未実施理由書を併せて提出してください。
（□　給与所得者を雇用する事業者に該当しません）
· 補助対象事業と同一の事業において他の助成制度（補助金、委託費等）による財政的支援を受ける見込みはありません。
· 補助対象期間及び補助対象期間終了後も、浜松市内で生産、水揚げされた農林水産物を使用し、浜松市内において事業を実施する意向があります。
円
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